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1.検討会設立の背景と目的 「新たな部会」の設置
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【高梁川水害タイムライン検討会】
★今回の洪水時における高梁川水系内のダム操作の検証を踏まえた、操作方法の
見直しの検討や、水系一貫の様々な関係機関が連携・協力して「防災・減災対

策」にあたるために「多機関連携型タイムライン」の検討・策定・運用

■平成30年7月豪雨を受け、災害時の降雨や河川の水位、ダムの放流状況、避難指示等の防災情報
の提供の仕方やタイミングが適切であったのか。また、提供された情報が公共交通機関の運行や道
路の交通規制、住民の的確な避難行動等に有効であったかなど、安全・安心な地域を守る上で、新

たな課題解決に向け、水系全体で様々な機関が連携・協力して防災・減災対策を実施するた

めの「多機関連携型タイムライン」を策定するための「防災行動計画検討部会」を新設。

■災害時における、降雨や河川の水位、ダムの放流状況、避難指示等の防災情報の提供の

あり方や改善策の検討が必要
■河川の上・下流や本・支川間では、ダムの放流状況や流域に降る降雨の状況により、河川水

位の上昇・下降に時間差が生じるため、的確な避難行動や防災活動を実施するためには、水
系内の様々な関係機関が情報を共有し、連携・協力して、的確なオペレーションが
できる仕組みが必要

H30.7豪雨を踏まえた新たな課題に対する取組方針

【防災行動計画検討部会】



2.検討会設立の背景と目的 緊急行動計画の改定
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■平成30年7月豪雨等の大水害を受け、2020年度目処に取り組むべき緊急行動計画が改
定され、円滑かつ迅速な避難のために多機関連携タイムラインが取り組みとして追加さ
れている。

出典： 「水災害に関する防災・減災対策本部（第６回）」（国土交通省） 「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画の改定



3.高梁川水害タイムラインの特徴 平成30年7月豪雨の教訓を活かす
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【人的被害の特徴】
 高梁川流域では、河川の氾濫により、甚大な浸水被害が発生。
 市町村の避難情報、防災情報は出されていたものの、逃げ遅れによる人的被害も発生

【社会経済被害の特徴】
 高梁川の増水により、国道180号が浸水するとともに、路肩崩壊等が発生したことにより通行止めとなり、

地域住民等の生活に甚大な被害が生じた。
 高梁川と小坂部川の合流点にある草間台簡易水道（新見市）が浸水し、地域（草間、土橋、足見）の約
540戸（1270人）で断水が発生。〔７月豪雨（７月７日～28日、21日間断水）、９月台風第24号（10
月１日～10月６日、６日間断水）〕

○平成30年7月豪雨の特徴と課題

○多機関連携型TL作成のポイント

広範囲に渡る浸水
→→→→的確な避難行動に向けた多様な防災活動を含む多機関連携型ＴＬ

交通途絶・ライフラインの停止
→→→→早期の復旧活動、社会経済被害の軽減のための多機関連携型ＴＬ

情報途絶 →→→→的確な情報収集・情報発信を行うための多機関連携型TL

出典：第６回高梁川水系大規模氾濫時の減災対策協議会



4.高梁川水害タイムラインの特徴 ダムの放流状況や県管理河川を考慮
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■河川の上・下流や本・支川間では、ダムの放流状況や流域に降
る降雨の状況により、河川水位の上昇・下降に時間差が生じる
ため、県区間の自治体やダム管理者も含めて検討する。

■また、提供された情報が公共交通機関の運行や道路の交通規制、
住民の的確な避難行動等に有効であったか等を検討するため、
公共交通機関や報道機関等もタイムライン組織とする。

■水系内の様々な関係機関が情報を共有し、連携・協力して、的
確なオペレーションができる仕組みが必要である。

■ダム放流状況や河川水位の情報は、避難行動等に必要な情報と
して連携機関で共有する。

⇒県管理河川を含めた水系全体でタイムラインを
策定するのは国内初

小田川
（直轄理区間）

高梁川水害タイムライン検討会

倉敷市 矢掛町 警察
井原市 笠岡市 自衛隊
総社市 ライフライン（3機関） 住民
高梁市 鉄道 （3機関） 高梁川用水土地改良区
新見市 バス 農林水産省
浅口市 報道 （13機関） 気象庁
早島町 岡山県 国土交通省（3機関）

計39機関

小田川
（県管理区間）

笠岡市

里庄町

浅口市

井原市

矢掛町

総社市

高梁市

倉敷市

早島町



5.高梁川水害タイムライン策定の流れ
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「高梁川水害タイムライン《初版》」策定にあたり、各機関の行動項目を整理するために、第1回検討
会では各機関の行動項目の抽出および重点行動項目の整理に関するワーキングを行いました。

以降、振り返り、改善、運用をＰＤＣＡにより継続的に実施する。

高梁川水害タイムライン検討会（発足式・第１回）
“座長選任”、“グループワーキング”（各機関の重点行動項目の整理）

■事前準備（事務局） 「タイムライン（素案）」の作成

高梁川水害タイムライン検討会（第２回）
“グループワーキング”（ 「タイムライン（素案）」を用いて、機関ごとに役割分担や調整事項を確認）、

“全体ワーキング” （全体で役割分担や調整事項を合意形成）

高梁川水害タイムライン検討会（第３回）
「高梁川水害タイムライン《初版》」のとりまとめ

高梁川水害タイムライン勉強会
“高梁川の水害特性の把握、タイムラインの説明、今後の進め方”

連携するライフライン機関・交通機関・報道機関の抽出(各市町)

平成31年
1月30日

平成31年
3月11日

平成31年
5月10日

平成31年
6月頃

高梁川水害タイムライン検討会（第４回）
“グループワーキング“（出水対応の振り返り、改善）

高梁川水害タイムライン検討会（第５回）
“全体ワーキング” 「高梁川水害タイムライン《H31年度版》」完成

平成32年
2月頃

平成31年
11月頃

「高梁川水害タイムライン《初版》」の運用

高梁川水系減災対策協議会 防災行動計画検討部会の設置
平成30年
12月27日



6.高梁川水害タイムライン検討会 第１回開催報告(1/4)

高梁川水系における関係機関が連携し、住民の生命を守るために先を見越した早期の災害対応を検討する「高梁川水害
タイムライン検討会」を設置し、平成31年3月11日に第1回検討会を開催しました。

次 第
1. 開会の挨拶
2. 座長挨拶
3. 検討会規約説明
4. 高梁川水害タイムライン検討会につ

いて
5. グループワーク
• 高梁川の水害リスクについて
• 各機関の重点行動項目の整理
• 発表

6. 質疑応答
7. その他
• 今後のスケジュール等について

参加機関
自治体：8市町
都道府県
国土交通省
警察
自衛隊
ライフライン事業者
鉄道事業者
バス事業者
報道機関
 NPO法人
全37機関（うち32機関出席）

 開催概要
日時：平成31年3月11日（月）13時00分～15時00分
場所：サンロード吉備路１F コンベンションホール雪舟

 アドバイザーからの講評

アドバイザー 西山氏

 台風・梅雨前線に対するタイムラインであり、さ
らに流域全部集まるのは日本初の試み。それを被
害の最小化と逃げ遅れゼロというハイレベルの目
標を持って集まってもらっている。

 ここに集まった方は水害の経験者である。流域関
係者が集まって、経験者がその経験に基づいてイ
メージしながら日本で初めてのタイムラインを
作っていく。

各機関の防災行動項目の確認

グループワークの成果発表

重点行動項目の抽出

防災行動項目の確認全体の様子

グループワークの成果発表

防災行動項目の確認
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6.高梁川水害タイムライン検討会 第１回開催報告(2/4)
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機関別行動項目チェックシート

各機関の行動項目を精査するために、“機関別行動項目チェックシート”を使用して、タイムラインレベ
ル（いつ）に応じて、各機関が自機関の行動項目を確認しました。

検討会の結果、72個の行動項目が追加されました。

• 自機関の役割として重要な行動項目（何を）
の確認

• 防災行動手順・内容（どのように）の確認
• 連携する機関（誰が・誰と・誰に）の確認

直接チェックシートに
加筆・修正



6.高梁川水害タイムライン検討会 第１回開催報告(3/4)
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■各タイムラインレベルで追加された行動項目（第1階層より抽出）

第1回検討会において各機関によって追加された主な行動項目は、レベル１～３については、各種対応
の準備に関する行動項目が多く追加されました。レベル４以降については、水害に対する事前対応が追
加され、災害発生後（レベル７）についても被災経験に基づく行動項目が追加されました。

タイムライン
レベル１

タイムライン
レベル２

タイムライン
レベル３

タイムライン
レベル４

タイムライン
レベル５

タイムライン
レベル６

タイムライン
レベル７

目
標

内部調整 機関調整 地域調整 避難（内水）
早期避難
（外水）

避難（外水） 緊急対応

追
加
さ
れ
た
主
な
行
動
項
目

・水防活動の準備
・要配慮者避難支援
の準備

・報道体制の準備

・災害対応の準備
・ライフライン、水
害対策

・体制確立の準備
・指定避難所開設の
準備

・指定避難所（高
潮）の開設

・避難情報の放送
・放送体制準備

・地域限定情報伝達
の実施

・災害対策本部等の
設置

・避難準備・高齢者
等避難開始（高
潮）発表の放送

・ライフライン復旧
対策

・鉄道運転調整の準
備

・鉄道運行停止準備
・道路通行止め（内
水）の準備

・放送体制準備
・河川水位情報の放
送

・防災関連情報の放
送

・利用者の安全確保
・災害対応の準備
・リエゾン派遣の実
施

・防災関連情報の放
送

・地域限定情報伝達
の実施

・防災関連情報の放
送

・鉄道の運行停止の
対応

・防災関連情報の放
送

・地域限定情報伝達
の実施

・災害対策本部等の
設置

・警察の対応
・ライフライン復旧
対応の為の情報収
集

・ライフライン復旧
対応の準備・実施

・復旧対応
・安否確認
・記者発表



6.高梁川水害タイムライン検討会 第１回開催報告(4/4)
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重点行動項目を抽出するために、精査した各機関の行動項目の中からタイムライン目標である3項目
「住民避難」・「情報伝達」・「浸水対策」に分類しました。

• 重点的に取組む行動項目を
テーブル内で共有し“重点行
動項目シート”にとりまとめ

情報収集・伝達に関する項目が重要項目として選定⇒逃げ遅れゼロ、
経済被害最小化に向けた対応について、迅速な情報収集、確実な情
報伝達が不可欠と多くの機関が考えている。



バス 住民

-72
h 気象・台風情報の収集　【継続】 1

全般・地方・府県気象情報、台風
情報、台風5日進路予報、週間予
報の確認

○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 発信は？

気象警報・注意報情報の収集
【継続】

2 警報級の可能性の確認 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 発信は？

3 会議室の確保 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

4 連絡網の用意 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

5 本部設置の事前周知 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 周知先は？

資機材の準備 6 水防資機材の確認 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

体制の構築準備 7 動員体制の確認 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

8 人員の確保 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

9 土のう・資機材の準備 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

10 土のうの配布の広報 ◎ 広報先は？

11 土のうの配布 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

対応状況の伝達 12 土のう配布状況の伝達 ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎

13 設備等撤去時期の決定 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

14 受注者への準備連絡 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

資機材の準備 15 水防資機材の確認 ◎

16 人員の確保 ◎

17 土のう・資機材の準備 ◎

18 土のうの配布 ◎

対応状況の伝達 19 土のう配布状況の伝達 ◎ 伝達先は？

資機材の準備 20 資機材の確認・点検 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

21 人員の確認 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

22 業者の手配 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

23 設備の状況確認 ◎ ◎ ◎

24 委託業者、関係者への準備連絡 ◎ ◎ ◎

今後の見込みの検討 25 関連機関との連携 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

資機材・機器の準備 26 監視カメラの点検 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

樋門・排水機場操作の準備 27 各農林関係との調整 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

排水機場の早期操作 28 遠隔操作による水位低下の依頼 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 依頼先は？

29 協力業者への要請 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

30 対応可能な業者の確保 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

31 施設の状況、状態の把握 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

32
施設の状況、状態について本庁
から区へ確認

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

鉄道の運行停止準備 施設の準備 33 鉄道施設の巡回・警備 ◎ ◎ ◎

バスの運行停止準備 危険箇所の確認 34 現地状況の確認 ◎

35 各部署との情報共有 ◎

36 要員数の把握 ◎

37 避難施設の安全等の確認 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

38 必要な物資 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

39 人員の確認 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

指定避難所担当職員の調整 40
避難所と避難所担当職員との協
議

◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

41
受入可能な福祉避難所の情報収
集

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

42 避難支援担当者の割り当て ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

報道体制の発令 43 報道体制の発令 ◎

44 災害予測 ◎

45 放送計画の策定 ◎

報道社内体制の通知 46 社内通知・共有 ◎

47 避難準備の啓発 ◎

48
地形による限定地域への早めの
呼びかけ

◎

49
指定避難所以外で活用できる避
難所の案内

◎

50 自助・共助の呼びかけ ◎

51 福祉避難所に関する告知 ◎

52
各自治体・消防の動き等につい
て情報提供

◎

T
L
レ
ベ
ル

目
標

時
間
の
目
安

情
報
・
状
況

対応行動

備考行動項目
（第1階層）

行動細目
（第2階層）

No
行動手順・内容
（第3階層）

国 ダム 岡山県 倉敷市 鉄道 報道

（
一
社

）
岡
山
県
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会

西
日
本
旅
客
鉄
道
㈱
　
岡
山
支
社

井
原
鉄
道
㈱

水
島
臨
海
鉄
道
㈱

井原市 総社市 高梁市 新見市 浅口市 早島町

岡
山
地
方
気
象
台

岡
山
河
川
事
務
所

岡
山
国
道
事
務
所

岡
山
県
土
木
部

中
国
電
力
㈱
　
岡
山
支
社

矢掛町 陸
上
自
衛
隊

岡
山
県
警
察
本
部

ライフライン

総
務

建
設

福
祉

総
務

建
設

小
坂
部
川
ダ
ム

（
中

国

四

国

農

政

局

・

高

梁

川

用

水

土

地

改

良

区

）

危
機
管
理
課

土
木
部

備
中
県
民
局

総
務

建
設

N

P

O

法

人

ま
ち
づ
く
り
推
進
機
構
岡
山

レ
ベ
ル
1

内
部
調
整

・
3
日
後
に
台
風
や
大
雨
が
高
梁
川
流
域
に
影
響
す
る
恐
れ

情報の収集

災害対策本部等の設置準備 災害対策本部等の設置準備

水防活動の準備

岡
山
放
送
㈱

井
原
放
送
㈱

㈱
倉
敷
ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ

㈱
吉
備
ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ

玉
島
テ
レ
ビ
放
送
㈱

岡
山
エ
フ
エ
ム
放
送
㈱

（
公
社

）
岡
山
県
バ
ス
協
会

日
本
放
送
協
会
　
岡
山
放
送
局

西
日
本
放
送
㈱

㈱
瀬
戸
内
海
放
送

山
陽
放
送
㈱

テ
レ
ビ
せ
と
う
ち
㈱

福
祉

総
務

建
設

福
祉

希望住民への土のう配布

河川敷の設備等撤去の検討

水防活動の準備
自主防災組織

希望住民への土のう配布

道路通行止めの準備
体制の構築

㈱
エ
フ
エ
ム
く
ら
し
き

エ
フ
エ
ム
ゆ
め
ウ

ェ
ー

ブ
㈱

中
国
電
力
㈱
　
岡
山
支
社

西
日
本
電
信
電
話
㈱
　
岡
山
支
店

福
祉

総
務

建
設

福
祉

総
務

建
設

福
祉

総
務

建
設

福
祉

総
務

建
設

福
祉

指定避難所開設の準備

指定避難所の状況確認

要配慮者避難支援の準備 避難支援の準備

報道体制の準備

災害予測による放送計画の作成

住民への啓発

ダム操作の準備 体制の構築

樋門・排水・取水ゲート操作の準
備

仮設ポンプ等の準備

施設の管理

ライフライン復旧対応の準備 体制構築の準備
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【重点行動項目の整理】

青色ハッチ：浸水対策に係る重点行動項目

ピンク色ハッチ：住民避難に係る重点行動項目

黄色ハッチ：情報伝達に係る重点行動項目

【主体・支援の確認】
◎：行動の主体、情報収集／伝達の主体機関
○：行動の支援、情報収集／伝達の支援機関
（情報の収集先／伝達先）

【行動項目の整理】
赤文字：第1回検討会後、各機関案反映
（機関別行動項目チェックシート参照）
青文字：第1回検討会後、事務局案反映
（重点行動項目シート参照）

資料-２参照

各機関が確認した機関別行動項目チェックリストを統合し、“高梁川水害タイムライン（素案）”を作成
しました。また、文言の統一や行動の主体・支援（◎、○）の関係性を考慮し、一部、修正案として反
映しました。


